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今後の取組みについて

規約項目 Ｈ26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

(1)危機管理
に係る事項

準備会
平成26年10月2日

連絡協議会
平成26年12月11日

第1回幹事会
平成27年2月12日

第1回幹事会
平成27年7月3日

連絡協議会
平成27年10月5日

第2回幹事会
平成27年10月5日

第3回幹事会
平成28年1月14日

第1回幹事会
平成28年5月24日

連絡協議会
平成28年6月6日

第2回幹事会
平成28年9月29日

第3回幹事会
平成29年1月10日

第1回幹事会
平成29年5月18日

連絡協議会
平成29年6月15日

第1回幹事会
平成30年5月30日

連絡協議会
平成30年6月19日

第2回幹事会
平成31年2月19日

第1回幹事会
令和元年5月27日

連絡協議会
令和元年6月19日

第2回幹事会
令和2年1月(予定）

幹事会
2回

連絡協議会
1回

(2)防災業務計画
や地域防災計画
の共有

(3)防災訓練
の実施

(4)平常時におけ

る防災意識向上
に関する活動

(5)連携マニュア

ルの更新

(6)その他活動

砂防講演会

地域防災計画

の記載内容

の共有等

事前防災
行動計画
（案）作成

事前防災
行動計画
追加

本編骨子
（案）作成

本編作成 更新

更新

更新

巻末資料編
追加

更新

勉強会勉強会

ミニ合同
防災訓練

ミニ合同
防災訓練

防災
行動計画
作成

更新

更新

勉強会勉強会勉強会

防災講習会 現地見学会

事前学習
の検討

更新

更新

更新
更新

（最終年）

勉強会 勉強会

訓練１巡目

①高山市内 ①飛騨市内 ①白川村内

訓練２巡目

①高山市内 ①高山市内 ①白川村内

②飛騨市内

今後

1

覚書の締結



2

神通川・庄川上流域における大規模土砂災害時の
相互連携対応に関する覚書（案）

目 的：大規模土砂災害に備え災害対応等を円滑に進めるため、
「相互に協力すること」を文書にしておくこと。

締結者：高山市長／飛騨市長／白川村長
岐阜県危機管理部防災課長、飛騨県事務所長、飛騨農林事務所長、

高山土木事務所長、古川土木事務所長
林野庁中部森林管理局飛騨森林管理署長
国交省中部地方整備局高山国道事務所長
国交省北陸地方整備局神通川水系砂防事務所長

内 容：大規模土砂災害が発生、又は発生の恐れがある場合の相互連携等について、
覚書を締結する。

■大規模土砂災害時
１．被災状況等に関する情報共有（両者で共有）
２．被災状況調査や災害応急対策に関する技術的支援（国・県）及び受入（自治体）
３．災害対策資機材の提供支援（国・県）

■平常時
１．連絡協議会の開催
２．大規模土砂災害を想定した合同防災訓練等の実施
３．「大規模土砂災害等における連携マニュアル」の策定、更新、見直しの実施
４．防災・減災に関する取組み



岐阜県本巣市地域防災計画の事例
参考資料
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長野県伊那市地域防災計画の事例
参考資料
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参考資料
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現地見学会の開催について

「直近被災した自治体の首長を県外から招き、現場のリアルな経験
を学ぶ勉強会の開催を検討してはどうか」（H30連絡協議会の意見）、

「平常時における防災意識向上に関する活動」（規約、第４条（４））
に基づき、現地県学会の開催ついて検討する。

見学先の候補

・飛騨地震(1858)による天然ダム形成箇所(神通川・宮川・円山等)
・蒲田川上流の状況(土砂移動現象の発生状況、発生源対策の実施状況)
・平湯川流域の状況(火山砂防についての知識醸成)
・南木曽町 梨子沢(近年発生した土砂災害及びその対応事例として)
・紀伊半島大水害の状況(近年発生した土砂災害及びその対応事例として)

→その他、時間的、予算的余裕があれば、新幹線や飛行機を必要
とする距離も候補に入れることが可能。
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参考資料現地見学会の開催（H28富士川砂防事務所の例）

見学会の状況

参加機関（計１２名）

市町村：富士見町、北杜市、南アルプス市、韮崎市、早川町
県：長野県(砂防課、諏訪建設事務所)、山梨県

見学会ルート

【見学会の構成】
見学③⇒人的被害が生じた、既往の天然ダム形成及びその二次被害の状況の確認。
見学④⇒大規模崩壊の痕跡を確認。
見学⑤⇒人的被害が生じた、既往の天然ダム形成及びその二次被害の状況の確認。 7



事前学習の検討について

今後も関係3市村、岐阜県、林野庁森林管理署、国土交通省等の各

防災担当者が一堂に会して、大規模土砂災害が発生した場合の対
応行動について確認・検証することを目的とした合同防災訓練を、
継続的に実施すると考えられる。

しかし、年に１、２回の合同防災訓練だけでは、人事異動による新担
当者にとって、連携マニュアル（案）に関して学習する機会が少ない
ことが、課題であると考えられる。

大規模土砂災害時における連携マニュアル（案）に関する知識と内
容の定着、土砂災害に対する個人の基礎知識等の定着を図ること
を目的に、事前学習の仕組みを検討をすることが有効であると考え
られる。
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